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工事種別 公共下水道

・水処理コントロールシステム更新 １系統

　１－１系水処理設備（W1-CC-1)

機器製作 N=1台

据え付け及び試運転 一式

・

・LED電灯灯具交換 N=２０箇所

　・公共桝φ200 N=1箇所

工　事　概　要

涌谷浄化センターストックマネジメント
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事務所名

備　　考

 (１) 関連工事による施工時期の調整

 (２) 施工時期による制限

 (３) 関係機関等との協議の未成立

 (４) 関係機関等との協議結果、特定条件の付加

 (１) 施工方法、機械施設、作業時間等の制限

 (１) 濁水,湧水処理のための特別な対策の必要性

処理・処分 処理・処分する場所 処理・処分方法

時 分 ～

時 分

 (３) 建設発生土以外の 処理・処分 時 分 ～

建設副産物 時 分

時 分 ～

時 分

時 分 ～

時 分

時 分 ～

時 分

時 分 ～

時 分

※　条件欄に「ある」と記入した場合は内容、施工方法等を記入すること。

備　　考

 (１) 追加

 (２) 追加

 (３) 追加

 (４) 追加

 (５) 追加

－　特　記　仕　様　書　－   

　施　工　条　件　明　示　書
工事番号 工事名 令和６年度涌谷浄化センター水処理コントロール設備（１系）更新工事 涌谷町上下水道課

項　　　　　　　　目 条　　件 内　　　　　　　容 施　工　方　法

１　工程関係

２　公害対策関係

３　安全対策関係

 (１) 交通安全施設等の指定

 (２) 占用埋設物との近接工事による

施工方法、作業時間の制限

４　排水工関係

５　建設副産物対策関係

 (１) 共通事項 下記の処理・処分は設計積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではない。なお、下記によらない場合は，監督職員と
協議すること。また，処理・処分に先立ち処分場等の受入れの可否を確認すること。

 (２) 建設発生土

距　離 制　限　時　間

km

コンクリ ート塊

アスファルト塊

km

工事現場内及び工事現場間で再利用する場合は、施工管理及び契約方法等について、施工計画打合せ時に監督職員と協議す
ること。

km

建設発生木材

km

その他
電灯等の処分方法は監督員と
協議の事

建設汚泥

km

種類・数量

km

 (４) 再生材の利用

７　品質証明 土木工事共通特記仕様書第３編１－１－１２によること。

小型構造物型枠（木製合板）を使用する場合、「県産材利用型枠用合板（宮城県リサイクル認定製品）」を使用すること。

６　工事現場のイメージアップ 内容

８　標準的な設計図書による発注方式 土木工事共通特記仕様書第３編１－１－１７によること。

イメージアップの具体的な実施内容、実施期間については、施工計画書に明記し、監督職員と協議すること。

９　資材関係（生コンクリート） 生コンクリートは、別に指定のある場合を除き、高炉セメントＢ種（JIS R 5211）の使用を原則とする。但し、請負者は高炉セメントの
使用が明らかに不適当であると判断するに足りる合理的理由が有る場合は、別途監督職員あて協議すること。

高炉セメントを用いた生コンクリートを使用するにあたり、ＪＩＳ規格製品以外を使用する場合は、宮城県土木部共通仕様書に基づ
き、請負者は配合に臨場し、製造会社の材料試験結果、配合の決定に関する確認資料を監督職員に提出し、確認を得なければ
ならないものとする。

生コンクリートの使用に当たっては、「宮城県生コンクリート品質管理監査会議」が交付する「品質管理監査合格証」を有する工場
の製品、又は同等以上の品質管理を行っていることが認められる工場の製品を使用すること。

１０　舗装工事の下請け制限について 土木工事共通特記仕様書第３編２－２－１によること。

１１　共通仕様書の適用
特に条件明示のないものについては、「宮城県土木部制定共通仕様書(土木工事編Ⅰ，Ⅱ)」によること。

　特　記　事　項
項　　　　　　　　目 内　　　　　　　容 施　工　方　法

１　追加事項１

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない
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費　目 工　種 種　別 細　別 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

電気設備工

機器費
１系水処理設備

ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀｰ 式 1

LED 電 灯 具 箇所 20

計 機器費

直接工事費

輸 送 費 式 1 第１号明細書

小 計 [輸送費]

低圧ケーブル 式 1 第２号明細書

制御ケーブル 〃 1 第３号明細書

そ の 他 電 線 〃 1 第４号明細書

端 末 処 理 材 〃 1 第５号明細書

小 計

補 助 材 料 費 式 1

小 計

計 [材料費]

一 般 労 務 費 式 1 第６号明細書

技 術 労 務 費 〃 1 第７号明細書

計 [労務費]
電気室盤架台
（ 管 理 棟 ） 〃 1 第８号明細書

小 計 [労務費]

特 許 使 用 料 式 1

水道光熱電力料 〃 1

機 械 経 費 〃 1

（ 率 ） 〃 1

小 計 [直接経費]

仮 設 費 ( 率 ) 式 1

仮設費(積上げ) 〃 1

小 計 [仮設費]

計 直接工事費

本 工 事 費 内 訳 書

本工事費



費　目 工　種 種　別 細 別 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

間接工事費

共通仮設費(率) 式 1

運搬費(積上げ) 〃 1

準備費(積上げ) 〃 1
設 費
( 積 上 げ ) 〃 1

安全費(積上げ) 〃 1

役務費(積上げ) 〃 1

上 げ ) 〃 1

営繕費(積上げ) 〃 1

小 計 [共通仮設費]

現 場 管 理 費 式 1

小 計 [現場管理費]

接 費 式 1

費 〃 1

小 計 [据付間接費]

計 間接工事費

据付工事原価

設計技術費

設 計 技 術 費 式 1

計
計
(工事原価)

一般管理費等

一般管理費率 式 1

工事価格

消費税相当額 ％ 10

請負工事費計



   第１号明細書  輸送費

名　称 形　状 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

輸送費 式 1

計



   第２号明細書  低圧ケーブル

名　称 形　状 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

600V CV-S 38 －４ｃ ｍ 18.7

小計

同上付属材料 式 1

小計

600V EM-CET 325 ｍ 11.8

小計

600V EM-CE 38 －3ｃ ｍ 18.7

600V EM-CE 22 －3ｃ ｍ 80.1

600V EM-CE 8 －3ｃ ｍ 9.4

600V EM-CE 5.5 －3ｃ ｍ 18.7

600V EM-CE 3.5 －3ｃ ｍ 18.7

600V EM-CE 3.5 －2ｃ ｍ 9.4

小計

同付属材料 式 1

小計

計



   第３号明細書  制御ケーブル

名　称 形　状 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

EM-CEE 1.25  -20c ｍ 9.4 794

EM-CEE 1.25  -10 c ｍ 159 428

EM-CEE 1.25  -2 c ｍ 18.7 127

EM-CEE-S 1.25  -2 c ｍ 18.7 221

小計

同上付属材料 式 1

小計

計



   第４号明細書  その他電線

名　称 形　状 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

EM-IE 60  ｍ 0.8

小計

同上付属材料 式 1

小計

計



   第５号明細書  電線管類

名　称 形　状 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

600V EM-CET 325 組 2

計



   第６号明細書  一般労務費

名　称 形　状 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

電　工 （据付） 人 26

電　工 （LED据付） 人 3

電　工 （LED撤去） 人 3

計



   第７号明細書  技術労務費

名　称 形　状 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

技術者 （据付） 人 7

〃 （組合試験） 〃 14

計



   第８号明細書  電気室盤架台(管理棟)

名　称 形　状 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

溝形鋼 ［-100*50*5t ｋｇ 51

等辺山形鋼 L-40*40*5t ｋｇ 13

鋼板 6t ｋｇ 5.7

STK400 φ60.5*3.2t ｋｇ 8.1

計



令和６年度 涌谷浄化センター 

水処理コントロール設備 

（１系）更新工事 

工事特記仕様書 
（電気設備） 

令和６年１１月 

宮 城 県 涌 谷 町
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第１章 総   則 

第１条 本工事は、契約書、本特記仕様書、標準仕様書（最新版）、図面、及び一般仕様 

   書（最新版）等により施工する。 

第２条 本工事および指定部分工事については、下記による。 

 １ 本工事 

    概 要 

     水処理コントロール設備 （１系）  一 式 

     ＬＥＤ電灯灯具           一 式 

    工 期   契約日の翌日 ～ 令和 ７年 ３月 ３１日 

 ２ 指定部分工事 

    概 要 

    完成期限  令和 ７年 ３月 ３１日 

第３条 当該処理場・ポンプ場の環境条件は、下記に示す通りである。 

     1）標高、約＋6.00 ｍの場所 

   □ 2）塩害を受ける場所（       ） 

   ■ 3）寒冷地 

   □ 4）豪雪地 

   □ 5）地盤沈下が生じやすい場所（    ） 

   □ 6）雷が多い場所 

   □ 7）施設内で特に湿潤な個所（   ） 

   □ 8）施設内で爆発性ガスのある個所 

   □ 9）施設内で腐食性ガスのある個所 



   □ 10）既往水位（   ｍ） 

   □ 11）その他 （    ） 

   ■ 12）騒音規制区域について 

      ■ 指定あり  第２種 〔45 dB〕敷地境界 

      □ 指定なし      〔  dB〕敷地境界 

第４条 本工事の総合試運転は、次による。 

 □ 本工事は総合試運転を行うので下記１項を適用する。 

 □ 本工事は総合試運転を別途工事で行うので下記２項を適用する。 

 ■ 本工事には、総合試運転を含んでいない。 

 １ 総合試運転を本工事で行う場合 

  (1)  総合試運転実施設備及び実施期間 

   （処理場） 

            □沈砂池設備 

       水処理  □主ポンプ設備 

       関 係  □水処理設備 

            □送風機設備 

            □汚泥処理設備 

       汚泥処  □汚泥コンポスト化設備 

       理関係  □汚泥焼却設備 

            □汚泥溶融設備 

   （ポンプ場） 

            □沈砂池設備 

            □主ポンプ設備 

  (2)  総合試運転開始予定日は、監督員と協議し決定すること。 

     なお、本工事部分の据付は原則として総合試運転開始の約 60日前に完了すること。た 

    だし、日数については監督職員の指示により変更することがある。また、各設備の試運 

    転調整は総合試運転開始の約 10 日前に完了すること。 

  (3)  総合試運転は、別に定める「総合試運転の手引」によるものとする。 

  (4)  総合試運転に要する下記該当費用は、請負者の負担とする。 

    □ 電力、燃料、薬品費 

    □ 相当負荷供給設備費（場内部分） 

    □ 相当負荷供給設備費（場外部分） 

    □ 場内返流水設備費 

    □ 試験・分析測定費（                    関する事項） 

（        日間）

（        日間）

（        日間）



    □ 相当負荷上水費 

    □ 相当負荷工業用水費 

    □ その他 

  (5)  下記設備は、総合試運転の対象外とする。 

  (6)  実負荷にて性能検査を行う設備 

    □ 機械濃縮設備 

    □ 機械脱水設備 

    □ 汚泥焼却設備 

    □ その他（                              ） 

  (7)  総合試運転で行う設備の性能検査は、別に定める「総合試運転の手引」によるが、機 

     械濃縮設備、機械脱水設備にかかわる性能確認の項目、内容な標準仕様書による。 

 ２ 総合試運転を別途工事で行う場合 

  (1)  機能保持について 

     総合試運転の開始予定日は、監督員と協議し決定すること。総合試運転開始までの設 

    備の機能保持に必要な措置は、機械設備工事一般仕様書による。措置方法については書類 

    にて監督職員に提出し承諾を受けた後、その措置を行うこと。 

第５条 本工事は、分離発注（主要機器を発注した後に、別途付帯設備を発注する方式）工事で 

  □ あるので、本条を適用する。 

  ■ ないので、本条を適用しない。 

     本工事は、分離発注のうち 

  □ 主要機器に係る工事であるので、１項を適用する。 

  □ 付帯設備に係る工事であるので、２項を適用する。 

 １ 主要機器に係る工事 

  (1)  請負者は、本特記仕様書、図面、および一般仕様書に基づいて主要機器の設計、製作 

     および施工承諾図書等を作成すると共に、関連付帯設備に係る参考資料を提出する。こ 

     の参考資料は、「基本設計」に準拠したもので現場状況を十分把握して作成する。なお、 

     「基本設計」の内容は、監督職員が請負者に明示する。 

  (2)  参考資料の作成は、次による。 



   1) 作成範囲は、別途定める範囲とする。 

   2) 作成内容は、「実施設計業務委託一般仕様書」に準拠して、付帯設備の詳細設計を 

     作成するの必要なものとする。 

   3) 提出期限は、契約締結後３ヶ月を原則とするが、監督員との協議により変更するこ 

     とができる。 

   4) 参考資料のうち取り合い関係図等は、関連工事の請負者と十分に調整して作成し、 

     監督員に提出する。 

   5) 本工事の主要機器に含まれていないのが(ｲ)の作成範囲に含まれる他の主要機器につい 

     ても、付帯設備と同様に扱い参考資料を作成する。 

   6) 提出部数は３部とし、支社設計課に２部、工事事務所に１部を提出する。 

  (3)  この参考資料は、完成検査の出来形の対象とはしない。 

 ２ 付帯設備に係る工事 

  (1)  請負者は、本特記仕様書、図面、および一般仕様書に基づいて、付帯設備（主要機器 

    の一部を含む場合がある）の設計、製作および施工承諾図書を作成する。 

  (2)  承諾図書の作成に当り、参考資料の中から使用可能なものは、使用を妨げない。 

  (3)  本工事に含まれる主要機器に係る未発注の付帯設備の参考資料は、(1)に準じて作成し 

    提出する。 

第６条 監督員事務所借上 

 １ 本工事での借上は、   □有    ■無 

 ２ 借上区分は、      □新規   □継続 

 ３ 事務所形式は、     □Ｕ型   □Ｔ型   □Ａ型   □Ｂ型   □Ｃ型 

               □Ｄ型   □Ｅ型   □その他（        ） 

 ４ 掛け手間は、      □含む   □含まない 

 ５ 払い手間は、      □含む   □含まない 

 ６ 借上期間        令和  年  月から令和  年  月までの  ヶ月間 

第７条 低入札価格調査対象工事 

 １ 施工体制台帳の写しの提出及びその内容のヒアリング 

  (1)  「日本下水道事業団会計規程第５８条の運用基準及びその取扱について」（昭和６３年 

    ３月１０日付経契発第８号）第１の調査基準価格を下回る価格で落札した場合においては、 

    請負者は、主任監督員の求めに応じて、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２４条 

    の７第１項に規程する施工体制台帳の写しを主任監督員に提出しなければならない。 

  (2)  施工体制台帳の写しの提出に際して、その内容のヒアリングを主任監督員から求められ 

    たときは、請負者の支店長、営業所長等はこれに応じなければならない。 

 ２ 施工計画書の内容のヒアリング 

   調査基準価格を下回る価格で落札した場合においては、一般仕様書に基づく施工計画書の 

  提出に際して、その内容のヒアリングを主任監督員から求められたときは、請負者の支店長、 



  営業所長等はこれに応じなければならない。 

第８条 分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施について 

 １．再生資材の利用 

    請負者は下記の資材の使用に際し、再生資材を利用するものとする。 

資  材  名 規   格 備考 

 ２．建設発生土の利用 

    盛土に使用する発生土は、工事からの建設発生土を利用するものとする。 

 ３．指定副産物の搬出〔４．で記載していれば不要〕 

    建設工事の施工により発生する指定副産物は、下記の場所に搬出することとする。 

      ①受入れ場所      ： 

      ②受入れ時間帯：  時  分～  時  分 

      ③仮 置 き 等      ： 

      ④搬出調書等      ：提出を義務付ける 

 ４．特定建設資材の分別解体等・再資源化等〔実施要領(1)口に該当する工事の場合〕 

   本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（(平成１２年法律第１０４号)。

以下「建設リサイクル法」という。）に基づき、特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実

施について適正な措置を講ずることとする。 

   なお、本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については、以下の積算条件

を設定しているが、工事請負契約書「７ 解体工事に要する費用等」に定める事項は契約締結

時に発注者と請負者の間で確認されるものであるため、発注者が精算上条件明示した以下の事

項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。 

   ただし、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、監督職

員と協議するものとする。



    １）分別解体等の方法 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工  程 作 業 内 容 分別解体等の方法（※） 

①  

□ 有    □ 無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

②  

□ 有    □ 無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

③  

□ 有    □ 無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

④  

□ 有    □ 無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑤  

□ 有    □ 無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑥その他 

（     ）

   その他の工事 

□ 有    □ 無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

「分別解体等の方法」の欄については、該当がない場合は記載の必要はない。 

   ２）再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施 設 名 称 所 在 地 

   ※上記２）については積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではない。 

    なお、請負者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。 

    ただし、現場条件や数量の変更等、請負者の責によるものでない事項についてはこの限り

ではない。 

  ３）受入時間 

       処分場：  時  分～  時  分 

       処分場：  時  分～  時  分 

  ４）その他 

 適用基準等 

  「建設リサイクル法に関する工事実施要領」（日本下水道事業団 平成１４年５月） 

第９条 枠組足場 

  枠組足場を設ける場合は「手摺先行工法に関するガイドライン」（厚生労働省平成１５年４月策

定）により、設置については「手摺先行工法による足場設置基準」によるものとする。 



第２章 水処理コントロール設備等 

 §１ 水処理コントロール装置 

   １．使用目的 

     水処理の運転時間をコントロールすることを目的とするものである。 

   ２．仕  様 

項   目 仕       様 備   考 

(1) 形 式       水処理コントロール  

(2) 数 量       1台  

§２ ＬＥＤ電灯灯具 

１．使用目的 

    電灯灯具をＬＥＤに交換することを目的とするものである。 

   ２．仕  様 

項   目 仕       様 備   考 

(1) 形 式       ＬＥＤ電灯灯具  

(2) 数 量       ２０台  

   ３．標準仕様書の適用 

     第２章 第２節 §１及び§２ 

   ４．標準仕様書の選択項目および範囲（該当項目を○で囲む） 

    (1)  既存のコントロールシステムを以上の性能とする事 

   ５．特記事項 

       本工事は調整運転を含んだ電子機器交換であり、本項一式を必要とするものではない。 

  部品交換後の動作保証を含む。 

  交換対象とする部品は監督員と協議すること。 

また、交換時は推奨されるシステムも更新すること。 

交換された部品は適切に廃棄すること。
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